
様式９（添付１－４） 

令和２年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 

（Ⅱ 定住外国人の子供の就学促進事業） 

事業内容報告書の概要 

都道府県・市区町村・協議会名【 愛知県西尾市 】    

                          

 

令和２年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制 

西尾市教育委員会の事業である「外国にルーツを持つ子供に対する就学支援事業」を社会福祉法人せん

ねん村に委託し、多文化ルームＫＩＢＯＵが事業実施。 

西尾市教育委員会、各学校、保育園等と連携し、不就学等の外国ルーツの子供に対する日本語学習支援

及び義務教育諸学校への就学支援を行う。 

２．具体の取組内容   

②学校外における、不就学等の外国人の子供に対する日本語、教科若しくは母語指導又は学習習慣の確

保に係る指導のための教室の開設 

 

・市内の不就園・不就学の外国人の子供に対し、社会福祉法人 せんねん村に委託し、多文化ルーム KIBOU

において、不就園児延べ１７人、不就学児童・生徒延べ１３５人に対し、日本語指導、生活指導教室を開設し、就

園・就学に導く努力をした。 

 

（１）次年度小学校入学となる不就園状態の５歳児を対象に、日本語教室及び生活指導教室を開設した。不就

園クラス指導員２名 

（２）不就学又は安定的・継続的な就学状況にない児童生徒を対象に、日本語教室及び生活指導教室を開設し

た。不就学クラス指導員２名 

 

⑤外国人の子供の就学状況や進学状況に関する調査 

 

・５月に市内に住所登録のある外国人の対象者を抽出し、同月子どもの就園・就学状況を市内保育所及び

該当者の校区の小学校に照会し、その結果、就園・就学が確認できなかった子どもの就学支援事業を委託

している「社会福祉法人 せんねん村」の職員と市役所職員が一緒になって 7月に家庭訪問し、就園・就学

の支援をした。不在で出会えなかった家庭に対してもその後、随時訪問を試みた。 

・調査対象者の母国語（ポルトガル語、タガログ語、中国語、インドネシア語）に対応できる訪問調査員５名

配置し、外国人の子どもの就園・就学状況についての訪問調査を実施した。 

３． 成果と課題    

②学校外における、不就学等の外国人の子供に対する日本語、教科若しくは母語指導又は学習習慣の確

保に係る指導のための教室の開設 

 

・不就園の５歳児に対して、きめ細やかな指導を行うことにより、就学にむけた意識づくりと生活の日本語を習得さ

せることができ、その結果、次年度、就学することが決まった。 

・不就学又は安定的・継続的な就学状況にない児童生徒に対して、母語話者同行の家庭訪問などのきめ細や

かなサポートを行うことにより、就学への意識づけをすることができた。 

・発達の課題をかかえる子供の通室が増えている。日本語の習得ではなく、言語訓練、人との関わりを求め

る傾向があることがわかった。 



・外国籍の保護者に子供を就学させる義務がないために、6～15 歳という年齢でありながら、保護者は子供

を退学させるという選択技を持っているという現状がある。 

・発達に課題をかかえる子供への対応ニーズは依然として高い。 

・コロナ禍にあり、不就園、不就学児童全般にゲームやインターネットをして過ごす時間がとても長く保護者

が子供の生活スケジュールをコントロールできないことがある。 

⑤外国人の子供の就学状況や進学状況に関する調査 

 

・子どもの在留許可を失わないために名前を残しているだけで、実際は母国にいるというケースがあった。 

・コロナ禍にあり、雇止めや自宅待機指示のために在宅の人が多かった。急激な経済状況の悪化を心配す

る声が多かった。 

・本市に名前を残したままで引っ越しをし、実際には住んでいないとういケースがあった。 

・訪問調査は、一度で終わることはなく、曜日や時間帯を変えて訪問する必要がある家庭も多く実態をつか

むまでに時間がかかった。 

 

４．その他（今後の取組等） 

②学校外における、不就学等の外国人の子供に対する日本語、教科若しくは母語指導又は学習習慣の確

保に係る指導のための教室の開設 

 

・コロナ禍にあって、各家庭の経済状況が上向きにならなければ、子どもの就学を前向きに考えられるように

はならない。依然として経済状況の悪い家庭もあり不就園、不就学児童生徒の動向に注視しつつ、いつで

も就学できるようにつながりを絶たないようにしていく。また、在留許可、日本語習得などの外国人特有の課

題、および子どもの発達については専門家からのアドバイスを受けながらスキルアップのための研修に参加

、実施していきたい。 

 

⑤外国人の子供の就学状況や進学状況に関する調査 

 

・子どもの所在を確認することで、家庭状況も把握でき、必要なサポートにつなぐことができる。今後も続けて

いくことで、書類上でなく、実際の「不就園不就学ゼロ」を目指す。 

※ 枠は適宜広げること。（複数ページになっても差し支えない。） 成果物等があれば別途提出すること。 


